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行政機関による調査
　����年（明治��年）、竹島が島根県の所属となった後、島根県知事（松永武吉）は、����年�月�日
付で隠岐島庁に竹島の面積の調査を指示し、隠岐島司（東文輔）は、�月��日付で島根県知事に報告
した。同年�月��日には、島根県知事が視察のため竹島に上陸し、県知事の関連動向は新聞記事で
も報道されている（※�）。
　翌����年（明治��年）、島根県第三部長（神西由太郎）は、隠岐島司以下、漁業、農事、衛生、測量
等の専門家を含む��名を率い、�月��日に竹島に上陸して調査を行った。その後、地理、気候、生物、
漁業等の調査結果がまとめられ、書籍として刊行されている（※�）。
　竹島周辺海域まで視野を広げれば、鳥取県水産試験場（※�）や島根県水産試験場（※�）が戦前
に調査を行い、それぞれ報告を作成している（→No.��）。
　以上のように、竹島が島根県に編入されてから終戦までの間、島根県をはじめ各機関による竹島
および周辺海域の調査が行われてきた。

行政刊行物
　行政機関による竹島の調査が行われ、その動向が報道されるなどして人々に竹島のことが知られ
ると同時に、県政概要、統計書、産業要覧や林業案内等の島根県刊行物にも、竹島のことが記載さ
れるようになった。����年（大正��年）に発行された『島根県案内』（※�）には、遊覧案内に写真とと
もに竹島について記載がある。
　資料調査では、国立国会図書館や島根県立図書館を中心に、個人の資料所蔵家の協力も得て、竹
島に関し記載のある行政刊行物を確認した。そのうち、島根県が竹島におけるアシカ漁業の管理を
行っていたことがわかる����年（明治��年）作成のものや（→No.��）、����年（明治��年）作成の観
光案内（→No.��）をこの報告書では紹介する。 

「松永知事の竹島視察」『山陰新聞』（����年�月��日付）
（竹島資料ポータルサイト掲載　資料番号：T�������������）
奥原碧雲『竹島及鬱陵島』（����年）
島根県水産試験場『昭和拾年度島根県水産試験場業務要綱』（����年）（島根県水産技術センター所蔵）
鳥取県水産試験場『昭和七年度 昭和八年度　鳥取県水産試験場事業報告』

（東京海洋大学附属図書館（品川キャンパス）所蔵）
島根県立図書館所蔵
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1904年9月29日
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中井養三郎が
竹島の貸下願い
を政府に提出

竹島への
出漁が活発
になる
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竹島の島根県
編入を閣議決定

2月22日

島根県が
編入を告示

以降、漁業規則の改正や官有地台帳への登録、
アシカ漁の許可等、行政権等を継続的に行使
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②行政刊行物

　����年（昭和�年）�～�月と����年（昭和�年）�～�月に鬱陵島
と竹島の間の海域で行われたサバ延縄漁の試験報告。
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で利用手続きを行う

内容見本
無人島竹島（ランコ島）は隠岐国より北西約八十浬の
海上にあり周囲約一里にして東風西風の時には少く
とも三〇噸以下の船なれば数隻碇泊なすを得べく更
に同地を根拠地として鬱陵島近海へ出漁する最も本
県として利用すべき適地なることを実地調査せり

����年（昭和�年）�月��日
昭和七年度 昭和八年度　鳥取県水産試験場事業報告28No.
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鬱陵島と竹島の間の海域で行われたサバ延縄漁の試験報告
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